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   第 ５ 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

平成30年12月13日(木曜日) 

            午前９時57分開議 

            午前11時38分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成30年度熊本県一般会計補

正予算(第５号) 

 議案第７号 熊本県知事の権限に属する事

務処理の特例に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

 議案第18号 当せん金付証票の発売につい

て 

 議案第19号 指定管理者の指定について 

 議案第38号 平成30年度熊本県一般会計補

正予算(第６号) 

 議案第45号 熊本県一般職の職員等の給与

に関する条例等の一部を改正する条例

の制定について 

 議案第46号 熊本県職員の特殊勤務手当に

関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

 請第37号 教育費負担の公私間格差をなく

し、子どもたちにゆきとどいた教育を

求める私学助成請願 

 閉会中の継続審査について 

 報告事項 

  ①創造的復興に向けた重点10項目につい

て 

  ②『ONE PIECE』連携復興応援事業の進

捗状況について 

  ③県央広域本部・防災センター合築庁舎

(仮称)の設計委託について 

  ④阿蘇くまもと空港アクセス改善の検討

状況について 

――――――――――――――― 

出席委員(７人) 

        委 員 長 内 野 幸 喜 

        副委員長 末 松 直 洋 

        委  員 前 川   收 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員  田 大 造 

        委  員 大 平 雄 一 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

         公室長 坂 本   浩 

       政策審議監 白 石 伸 一 

       危機管理監 松 岡 正 之 

    秘書グループ課長 府 高   隆 

    広報グループ課長 市 川 弘 人 

  くまモングループ課長 小金丸   健 

       首席審議員 

   兼危機管理防災課長 宮 本   正 

 総務部 

         部 長 池 田 敬 之 

  理事兼県央広域本部長 

   兼市町村・税務局長 本 田 充 郎 

       政策審議監 青 木 政 俊 

      総務私学局長 満 原 裕 治 

        人事課長 小 原 雅 之 

        財政課長 下 山   薫 

    県政情報文書課長 村 上   徹 

      総務厚生課長 坂 本 弘 一 

      財産経営課長 永 江 昌 二 

      私学振興課長 塘 岡 弘 幸 

       市町村課長 

 兼県央広域本部総務部長 間 宮 将 大 

      消防保安課長 門 﨑 博 幸 

        税務課長 増 田 要 一 
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企画振興部 

         部 長 山 川 清 徳 

       政策審議監 岡 田   浩 

   地域・文化振興局長 水 谷 孝 司 

   交通政策・情報局長 藤 井 一 恵 

  首席審議員兼企画課長 内 田 清 之 

      地域振興課長 

 兼県央広域本部振興部長 倉 光 麻里子 

       文化企画・ 

    世界遺産推進課長 西 尾 浩 明 

 川辺川ダム総合対策課長 吉 野 昇 治 

      交通政策課長 重 見 忠 宏 

    交通政策課政策監 清 田 克 弘 

      情報企画課長 島 田 政 次 

      統計調査課長 山 田 裕 二 

 出納局 

  会計管理者兼出納局長 能 登 哲 也 

        会計課長 無 田 英 昭 

      管理調達課長 岡 村 英 治 

 人事委員会事務局 

         局 長 田 中 信 行 

  首席審議員兼総務課長 井 上 知 行 

       公務員課長 小 﨑   至 

 監査委員事務局 

         局 長 中 山 広 海 

         監査監 田 原 英 介 

         監査監 石 川   修 

         監査監 工 藤 真 裕 

 議会事務局 

         局 長 吉 田 勝 也 

     次長兼総務課長 横 井 淳 一 

        議事課長 中 村 誠 希 

      政務調査課長 上 村 祐 司 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課参事 小 池 二 郎 

   政務調査課課長補佐 岩 永 千 夏 

――――――――――――――― 

  午前９時57分開議 

○内野幸喜委員長 定刻前でありますが、た

だいまより、第５回総務常任委員会を開会い

たします。 

 本日の委員会に１名の傍聴の申し出があり

ましたので、これを認めることといたしまし

た。 

 次に、今回付託された請第37号について、

提出者から趣旨説明の申し出があっておりま

すので、これを許可したいと思います。 

 請第37号についての説明者を入室させてく

ださい。 

  （請第37号の説明者入室) 

○内野幸喜委員長 説明者の方に申し上げま

す。各委員には請願書の写しを配付しており

ますので、説明は簡単にお願いいたします。 

  （請第37号の説明者の趣旨説明) 

○内野幸喜委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査をいたしますので、本日は

これでお引き取りください。 

  （請第37号の説明者退室) 

○内野幸喜委員長 次に、本委員会に付託さ

れた議案等を議題とし、議案等について執行

部の説明を求めた後に質疑を受けたいと思い

ます。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のまま簡潔にお願いいたしま

す。 

 まず、総務部長から総括説明をお願いいた

します。 

 

○池田総務部長 それでは、今回提案してお

ります議案の概要について、御説明申し上げ

ます。 

 まず、一般会計補正予算につきましては、

議案第１号といたしまして、熊本地震からの

復旧、復興を図るための予算、ことしの大雨

及び台風の被害に対応するための予算など55

億円を計上するほか、債務負担行為といたし

まして、公共工事を早期に完成させるため

の、いわゆるゼロ県債などを設定しておりま

す。 
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 また、議案第38号といたしまして、熊本県

人事委員会勧告の実施等に伴います職員給与

改定関係で７億7,000万円を計上しておりま

して、これらを合算いたしますと、補正総額

は62億7,000万円となりまして、補正後の予

算規模は8,611億3,100万円となります。 

 このほか、熊本県知事の権限に属する事務

処理の特例に関する条例の一部を改正する条

例の制定や専決処分の報告、承認などにつき

ましても、あわせて御提案、御報告を申し上

げております。 

 この後、予算関係議案の総括的な説明につ

きましては財政課長から、また、予算の詳細

な内容及び条例等議案につきましては、各課

長からそれぞれ御説明申し上げます。よろし

く御審議いただきますようお願い申し上げま

す。 

 

○内野幸喜委員長 次に、財政課長から、今

回の補正予算の概要等について説明をお願い

いたします。 

 

○下山財政課長 財政課でございます。 

 今回、冒頭提案と追加提案の補正予算をそ

れぞれ御提案しておりますので、財政課の概

要の御説明といたしましては、これらを合わ

せた資料として総務常任委員会説明資料の括

弧書きで「追加提案関係」と書いてあるほう

の資料をごらんください。 

 まず、１ページをお願いいたします。 

 冒頭提案の第１号としまして、熊本地震か

らの速やかな復旧、復興を図るための事業、

大雨及び台風災害からの復旧を図るための事

業等について、必要な予算55億円を計上して

おります。 

 その主な内容としては、(1)の地震への対

応分として、単県河川等災害関連事業費など

に９億6,200万円、(2)の大雨及び台風による

災害への対応分として、団体営農地等災害復

旧事業費などに21億1,600万円、(3)のその他

として、地域中小企業応援ファンド貸付金償

還金などに24億2,200万円を計上しておりま

す。 

 次に、下段のほうに参りまして、追加提案

の議案第38号としまして、県人事委員会勧告

の実施に伴う給料や期末・勤勉手当等の引き

上げに要する職員給与費７億7,000万円を計

上しております。 

 これらを合算しますと、一番下の欄でござ

いますが、11月補正予算は62億7,000万円と

なり、補正後の予算規模は8,611億3,100万円

となります。 

 次に、２ページをお願いします。 

 上段の表は、一般会計のほか、特別会計と

企業会計の補正予算の内訳となります。これ

らについては、それぞれ所管の委員会で御審

議いただきます。 

 下段に、参考として、熊本地震関係のこれ

までの予算措置状況を整理しております。 

 熊本地震関係予算の総額は、今回の増額補

正により、円グラフに記載のとおり、総額

8,588億円となります。 

 右側の表は、これまでの予算の推移を記載

しております。 

 資料の３ページをお願いします。 

 下の４ページまでが、歳入予算の内訳とな

ります。 

 ４ページの項目で申しますと、９の国庫支

出金、それから15、県債は、大雨、台風など

の災害関連事業のため、それから13の繰越金

は職員給与費改定のため、14番、諸収入は貸

付金償還のため、それぞれ歳入予算額が多く

なっております。 

 続いて、５ページをお願いします。 

 下の６ページまでが、歳出予算の内訳とな

ります。 

 歳出予算の主な事業として、５ページの

(1)人件費では、給料、期末・勤勉手当など

の職員給与費を計上しております。 

 また、６ページの２、投資的経費は、災害
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復旧対応事業など、３、公債費は、中小企業

基盤整備機構への貸付金償還金を計上してお

ります。 

 ７ページをお願いします。 

 今回の補正に伴いまして必要となる地方債

の補正の内容でございます。 

 以上が予算の概要でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○内野幸喜委員長 引き続き、担当課長か

ら、議案等について説明をお願いいたしま

す。 

 

○小原人事課長 人事課でございます。 

 同じく、追加提案資料の９ページをお願い

いたします。 

 総務部の平成30年度11月補正予算総括表で

ございます。 

 今回の追加提案分に係る補正予算につきま

しては、本年10月の人事委員会勧告を踏まえ

た給与改定に伴う全庁共通の事柄であります

ので、各課からの説明に先立ちまして、人事

課から説明させていただきます。 

 なお、改定の詳細につきましては、後ほど

関係条例案についての説明の際、改めて御説

明させていただきます。 

 それでは、人事課の例で御説明申し上げま

す。 

 表の一番上、人事課の欄でございますが、

左から４項目め、補正額(追加提案分)に記載

のとおり、593万9,000円の補正をお願いして

おります。 

 これは、職員給与費の247万2,000円と退職

手当の346万7,000円を合計したものでござい

ます。 

 知事部局の退職手当につきましては人事課

で一括計上しておりますが、今回、退職手当

算定の基礎となる給料月額の改定に伴い、所

要額が増額となるものでございます。 

 各所属における補正額につきましても、各

部局の補正予算総括表の補正額(追加提案分)

の欄に記載のとおりでございますので、一括

しての説明とさせていただき、各所属からの

説明は省略させていただきます。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○府高秘書グループ課長 秘書グループで

す。 

 もう一つのほうの資料の10ページのほうを

ごらんいただきたいと思います。 

 一般管理費について、291万円余の繰り越

しとなっております。これは、熊本地震犠牲

者追悼式の業務委託について繰り越しを行う

ものです。 

 以上、御審議をよろしくお願いいたしま

す。 

 

○市川広報グループ課長 広報グループで

す。 

 ちょっと風邪で声がかれていますけれど

も、よろしくお願いします。 

 説明資料の11ページをお願いします。 

 債務負担行為の設定につきまして、広報関

係業務として5,860万円余、首都圏広報業務

として1,000万円余を限度額として計上して

おります。 

 上段の広報関係業務は、テレビ広報制作、

広報誌制作、メールマガジン制作及び熊本地

震支援への感謝や復旧、復興の状況を全国向

けに媒体を活用し発信するための制作事業で

す。 

 また、下段の首都圏広報業務は、マスコミ

業界に通じたＰＲ会社を活用して、首都圏向

けの効果的な広報を行うパブリシティーサポ

ート業務でございます。いずれも新年度当初

から実施できるよう、本年度内に業務委託契

約を締結する必要がありますが、企画コンペ

の実施等により契約締結まで期間を要するた

め、本議会で提案させていただくものでござ



第５回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録(平成30年12月13日) 

 - 5 - 

います。 

 広報グループは以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いします。 

 

○小金丸くまモングループ課長 くまモング

ループでございます。 

 資料、戻りまして９ページをお願いいたし

ます。 

 平成30年度11月補正予算です。右側、説明

欄に記載しておりますくまモンスクエア空調

設備更新事業につきましては、くまモンスク

エアの空調設備の更新に要する経費として、

2,000万円をお願いするものです。 

 くまモンスクエアは、平成14年のビル竣工

時に設置した空調設備を現在も使用してお

り、設置後16年が経過しております。近年の

猛暑の影響や空調機器の経年劣化等と相まっ

て、想定外に館内の適切な温度コントロール

ができなくなっています。今後故障すること

も想定されることから、空調設備の更新時期

として望ましい本年度に前倒しして実施する

ものです。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○宮本危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 資料の10ページをお願いいたします。 

 下段の繰越明許費についてでございます。 

 防災総務費につきまして、2,759万円余の

繰越明許費の設定をお願いいたしておりま

す。 

 これは、右の事項欄に記載しておりますと

おり、防災センターの整備事業に関するもの

でございます。 

 防災センターは、県央広域本部との合築に

より整備することといたしておりまして、30

年度、31年度の２カ年で、今年度につきまし

ては基本設計、31年度は、債務負担行為設定

により実施設計を、合わせて設計を委託して

ございます。30年度は基本設計に相当する出

来高払い分を想定して予算を計上してござい

ますが、設計委託に関する契約の締結が11月

となりましたが、基本設計分の完成が翌年度

になる見込みであるため、繰越設定をお願い

するものでございます。 

 基本設計は、翌年度の早い時期には完成

し、実施設計を含めた設計全体は、予定どお

り30年度、31年度の２カ年で完了する見込み

でございます。このため、34年度、2022年度

末にセンター完成という全体工程には影響し

ない見込みでございます。 

 危機管理防災課は以上でございます。御審

議よろしくお願いいたします。 

 

○小原人事課長 人事課でございます。 

 説明資料の16ページをお願いいたします。 

債務負担行為の設定をお願いするものでござ

いまして、人事課は、上段部分の２件ござい

ます。 

 まず、行政職員初任者研修バス等賃借でご

ざいます。新規採用職員等の初任者研修につ

きましては、年度当初の４月１日から実施す

ることとしております。 

 バス等の借り上げにつきましては、年度内

に契約等の手続を終える必要がありますこと

から、限度額220万円の債務負担行為の設定

をお願いするものでございます。 

 次に、秘書事務の委託でございます。設定

期間は、平成31年度から平成33年度までの３

年間、設定額は、１億747万円となっており

ます。 

 現在、副知事、各部長等の秘書事務を行う

ために、平成28年度から３年契約で、秘書10

名を配置しております。 

 来年度以降も引き続き秘書事務を委託する

に当たりまして、今年度中に委託業者の選定

や契約手続を完了させる必要がありますの

で、債務負担行為の設定をお願いするもので

ございます。 
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 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○永江財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 資料、戻りまして14ページをお願いいたし

ます。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 まず、上段の財産管理費としまして、３億

3,100万円余の繰り越しを計上しておりま

す。 

 これは、県庁舎の設備更新や鹿本・天草総

合庁舎等への保健所の集約化など、県有施設

の改修に係る経費でございますが、工事の実

施に当たり、関係機関との調整等に時間を要

したことや調査、設計等に想定以上の時間が

かかったことなどにより、やむを得ず来年度

に繰り越すものでございます。 

 次に、下段の総務施設災害復旧費としまし

て、12億5,900万円余の繰り越しをお願いし

ております。 

 これは、熊本地震で被災した庁舎の復旧等

に要する経費でございますが、県庁本館の災

害復旧工事に係る入札の不調や、熊本土木事

務所庁舎の解体工事の発注を進めるに当た

り、庁舎内に保管する書類の移転先の確保に

時間を要したことなどにより、年度内に予定

していた事業の完了が困難となったことか

ら、繰越明許費の設定をお願いするものでご

ざいます。 

 なお、先ほど危機管理防災課から防災セン

ター整備事業の繰り越しの説明がありました

が、防災センターと合築する県央広域本部庁

舎の繰越分もここで計上しております。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 ページをめくっていただきまして、16ペー

ジをお願いいたします。 

 下段をごらんください。 

 ２事業につきまして、債務負担行為の追加

をお願いするものです。 

 まず、熊本時習館特別支援相談員派遣事業

は、発達障害に関する専門家を各私立学校に

派遣し、生徒に関する助言等の支援を行うも

のです。 

 次の熊本時習館海外チャレンジ推進事業

は、グローバルな人材を育成するため、海外

チャレンジ塾により、海外大学進学や留学を

総合的に支援するものです。 

 いずれも、４月から切れ目なく継続して生

徒や学校への支援を行うには、年度内に委託

契約を締結する必要があることから、債務負

担行為を設定するものです。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○間宮市町村課長 市町村課でございます。 

 資料の13ページをお願いいたします。 

 補正予算でございます。選挙管理委員会費

として、国庫支出金返納金14万6,000円をお

願いしております。 

 これは、昨年度に執行いたしました衆議院

議員総選挙に関し、国から市町村へ交付をさ

れました選挙執行委託費について、その一部

を県を経由して国に返還するものでございま

す。 

 次に、資料の17ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の設定でございます。これ

は、来年４月に予定をされております県議会

議員選挙に関する広報・啓発事業等を実施す

るため、債務負担行為の設定をお願いするも

のでございます。 

 市町村課からは以上でございます。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 

○増田税務課長 税務課でございます。 
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 資料13ページにお戻りをお願いいたしま

す。 

 下段をお願いします。税務総務費で5,447

万円余をお願いしております。 

 右側、説明欄をお願いいたします。 

 １点目は、ふるさと納税災害支援寄附金交

付金で4,811万円余を計上しております。 

 これは、ことし７月、西日本を中心に、平

成30年７月豪雨がございました。この被災県

である広島県、愛媛県に対する支援の一環と

しまして、両県に対するふるさと納税寄附金

の代理受け入れを本県で行いました。その

後、寄せられた寄附金を両県に交付するため

にお願いするものでございます。 

 ２点目は、納税奨励費で635万円余を計上

しております。 

 これは、軽油引取税の特別徴収義務者に対

して、前年度の納税額の2.5％を取扱交付金

として交付をしております。税収見込みが当

初見込みよりふえたことからお願いをするも

のでございます。 

 次に、15ページをお願いいたします。 

 繰越明許費として、くまもと県税システム

事業で1,497万円余を計上しております。 

 県税システムの改修のうち、平成31年５月

の元号改正に対応するための改修を予定して

おりますが、新元号の発表が新年度に入って

からとなるため、一部を繰り越して実施する

ことによるものです。 

 次に、17ページをお願いいたします。 

 17ページ下段になります。債務負担行為の

設定につきまして、ふるさとくまもと応援寄

附金関係業務について、平成31年度から33年

度の３年間、１億7,550万円を限度額として

お願いをしております。 

 これは、感謝の品の開発や発注管理など、

ふるさとくまもと応援寄附金に関する業務に

つきまして、新年度当初から実施できるよ

う、年度内に契約をする必要がございます。 

 また、委託業者につきましては、プロポー

ザル方式により選定することにより、契約締

結までの期間を要するため、今回提案をさせ

ていただくものです。 

 なお、業務の継続性を要するため、債務負

担行為の設定期間を３年としております。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○倉光地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 資料20ページの上段をお願いします。 

 繰越明許費でございます。｢環境首都」水

俣・芦北地域創造事業の本年度予算額のうち

7,700万円余について、翌年度への繰り越し

をお願いするものです。 

 環境省の補助事業を活用して水俣市が行う

生態系に配慮した渚造成整備事業において、

関係機関との協議、許認可手続等に不測の日

数を要したことから、年度内の事業完了が困

難な状況となっており、繰越明許費の設定を

お願いするものです。 

 続きまして、資料22ページの上段をお願い

します。 

 万日山緑地公園管理運営業務に係る債務負

担行為の設定についてです。 

 平成31年４月から平成34年３月までの３年

間の指定管理委託料として、限度額4,000万

円余を設定するものでございます。 

 指定管理者の指定につきましては、後ほど

条例等議案で詳細を御説明させていただきま

す。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いしま

す。 

 

○吉野川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 説明資料、戻りまして19ページをお願いい

たします。 

 五木村振興道路整備(受託)事業でございま

すが、村からの要請を受け、村道神屋敷線の
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整備を県が受託して行うものです。 

 村は、当事業に国の社会資本整備総合交付

金を活用されておりますが、平成30年度内示

額が当初の見込み額を上回ったことから、

700万円余を増額補正するものでございま

す。 

 続きまして、説明資料の20ページ下段をお

願いいたします。 

 繰越明許費でございます。五木村振興道路

整備(受託)事業7,300万円余について、翌年

度への繰り越しを計上しております。 

 事業実施中の橋梁下部工に先立ち、岩盤補

強工事が追加で必要となり、連続して実施す

る平成30年度事業の橋梁上部工の発注がおく

れ、年度内完成が困難となったため、繰越明

許費の設定をお願いするものでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○重見交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 説明資料21ページをお願いいたします。 

 繰越明許費の追加でございます。南阿蘇鉄

道災害復旧支援事業の３億2,500万円につい

ですが、立野―長陽駅間に位置する第一白川

橋梁の詳細設計等に不測の日数を要し、本年

度内の工事完了が困難となったため、翌年度

への繰り越しをお願いするものです。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○島田情報企画課長 情報企画課でございま

す。 

 説明資料22ページの下段をお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の設定でございます。これ

は、本庁と地域振興局とを結びます熊本県総

合行政ネットワーク等の管理運営につきまし

て、４月１日から委託を行うため、年度内に

契約事務を行う必要があることから、債務負

担行為の設定をお願いするものです。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○無田会計課長 会計課でございます。 

 資料、めくっていただきまして、24ページ

をお願いいたします。 

 繰越明許費でございますが、総合財務会計

システム管理事業につきまして、325万円の

繰り越しをお願いしております。 

 総合財務会計システムは、予算や会計など

を管理するシステムでございますが、現在、

改元に伴いますシステム改修を行っていると

ころでございます。来年５月の新元号への切

りかえ作業に対応するために繰り越しを行う

ものでございます。 

 会計課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○岡村管理調達課長 管理調達課でございま

す。 

 資料の25ページをお願いいたします。 

 債務負担行為のうち、全庁的に共通する４

業種につきましては、管理調達課が全庁分を

取りまとめて一括して設定しております。 

 今回は、平成31年４月１日から業務を実施

するため、年度末までに契約を行っておくこ

とが必要なもののうち、入札及び契約事務等

に相当の期間を要するものにつきまして、債

務負担行為の設定をお願いするものでござい

ます。 

 まず、債務負担行為の追加としまして、給

食業務に、限度額３億2,900万円余を設定し

ております。これは、特別支援学校や清水が

丘学園など、約７件分の給食業務委託でござ

います。 

 続きまして、26ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の変更でございます。 

 まず、上段の県有施設等管理業務につきま
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しては、限度額を700万円余から52億5,000万

円余への増額でございます。これは、県庁舎

や振興局庁舎の清掃や警備委託など、計178

件分の業務委託分でございます。 

 次に、中段の情報処理関連業務ですが、限

度額を７億4,800万円余から17億4,100万円余

への増額でございます。これは、情報システ

ムの開発や維持管理など、計25件分の業務委

託分でございます。 

 最後に、下段の事務機器等賃借ですけれど

も、限度額を27億3,100万円余から27億5,000

万円余への増額でございます。これは、パソ

コンのリースなど、計４件分の業務委託分で

ございます。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○小原人事課長 人事課でございます。 

 条例改正関係で３件ございます。説明資料

の27ページをお願いいたします。 

 第７号議案、熊本県知事の権限に属する事

務処理の特例に関する条例の一部を改正する

条例についてでございます。 

 資料の29ページ、条例(案)の概要で説明さ

せていただきます。 

 まず、１の条例改正の趣旨でございます

が、熊本県知事の権限に属する事務の一部を

市町村が処理することとしたこと及び難病の

患者に対する医療等に関する法律の施行に伴

い、関係規定の整備をするものでございま

す。 

 ２の主な改正内容をごらんください。 

 (1)は、難病の患者に対する医療費の支給

認定の申請受け付け等に関する事務につい

て、本条例に基づき熊本市に移譲しておりま

したが、法律により指定都市である熊本市が

処理することとなったため、本条例から削除

するものでございます。 

 (2)は、知事の権限に属する事務の一部を

条例により市町村に移譲する場合は、当該市

町村の長に協議しなければならないとされて

おり、今回、協議が調った事務について追加

するものでございます。 

 主なものとしましては、オの農地法に基づ

く農地の転用許可等に関する事務について、

新たに菊池市に移譲するものでございます。 

 また、キの浄化槽法に基づく浄化槽の設置

等の届け出等に関する事務につきましては、

新たに美里町に移譲するものでございます。 

 これらを含めまして計８事務について、７

市町に移譲することとしております。 

 ３の施行期日でございますが、(1)につい

ては公布の日から、(2)については平成31年

４月１日からとしております。 

 次に、追加提案関係の資料をお願いいたし

ます。 

 資料の13ページをお願いします。 

 第45号議案、熊本県一般職の職員等の給与

に関する条例等の一部を改正する条例の制定

についてでございます。 

 内容につきましては、最終ページから２枚

戻っていただいて、48ページをお願いいたし

ます。 

 １の条例改正の趣旨でございますが、本年

10月の人事委員会勧告に基づき、一般職の職

員の給与の改定を行いますとともに、知事、

県議会議員、教育長などの特別職の期末手当

の改定等を行うものです。 

 ２の改正する条例でございますが、今回、

(1)から(10)までの関係する条例10本を一括

して改正いたします。 

 ３の主な改正内容でございます。 

 まず、(1)の給与改定につきまして、アの

一般職の職員の給料表の改定でございます

が、平均で月額458円、0.14％のプラス改定

を行うものです。 

 次に、イの期末手当及び勤勉手当の支給月

数の改定でございます。 

 (ア)の表をごらんいただきますと、平成30

年度の年間支給月数について、一般職は4.4
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月から4.45月に、特別職も3.3月から3.35月

に0.05月引き上げ、その引き上げ分を12月期

に支給するものです。 

 (イ)の表をごらんいただくと、この年間の

支給月数を、平成31年度は６月と12月の各支

給期に均等に割り振ることとしております。 

 ウの扶養手当の額の引き上げにつきまして

は、平成30年度における子に係る扶養手当の

額を現在、子１人につき月額8,000円である

ところを8,300円に引き上げるものです。 

 エは、初任給調整手当の上限額の引き上げ

でございます。これは、医師や獣医師の人材

確保のために支給している手当でございます

が、条例に規定する上限額について、記載の

とおり改定を行うものです。 

 オは、宿・日直手当の上限額の引き上げで

ございます。これは、宿直勤務、日直勤務を

行った場合に支給される手当ですが、条例に

規定する上限額について、記載のとおり改定

を行うものです。 

 次に、(2)のその他でございます。任期付

短時間勤務職員の給与について、再任用短時

間勤務職員の取り扱いに準じて単身赴任手当

を支給できるよう、所要の規定の整備を行う

ものです。 

 また、その他法令の改正に伴い、所要の規

定の整理を行っております。 

 次に、４の施行期日でございますが、(1)

は、給料表の改定、扶養手当、初任給調整手

当及び宿・日直手当の改定について、公布の

日から施行し、平成30年４月１日にさかのぼ

って適用することとし、(2)は、今年度の期

末・勤勉手当の改定について、公布の日から

施行し、平成30年12月１日にさかのぼって適

用することとしております。 

 (3)は、31年度の期末・勤勉手当の改定に

ついて、平成31年４月１日から施行すること

としております。 

 (4)は、その他の改正について、公布の日

から施行することとしております。 

 給与条例改定内容は以上でございます。 

 続きまして、50ページをお願いいたしま

す。 

 第46号議案、熊本県職員の特殊勤務手当に

関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いてでございます。 

 裏面の51ページ、条例(案)の概要で説明さ

せていただきます。 

 １の条例改正の趣旨でございますが、こど

も総合療育センターの病棟に勤務する看護師

または准看護師の夜間看護手当の額の見直し

を行うものでございます。 

 ２の主な改正内容をごらんください。夜間

看護手当は、看護師等が正規の勤務として午

後10時から翌日の午前５時の間に職務に従事

した場合に支給される特殊勤務手当です。 

 支給額は、１回ごとの深夜の勤務時間に応

じて定められています。その額を記載のとお

り引き上げるもので、いずれも国家公務員の

夜間看護等手当と同じ額に改正するもので

す。 

 ３の施行期日でございますが、平成31年１

月１日から施行することとしております。 

 人事課の説明は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○下山財政課長 財政課でございます。 

 資料、お戻りいただきまして、総務常任委

員会説明資料のほうの30ページをお願いいた

します。 

 第18号議案でございます。当せん金付証票

の発売についてでございます。 

 これは、いわゆる宝くじでございますが、

平成31年度の県の宝くじ発売額の範囲を決定

するものでございます。 

 当せん金付証票法第４条の規定に基づきま

して、総務大臣へ発売許可を申請するに当た

り、議会の議決を求めるものでございます。 

 発売総額につきましては、本年度、平成30

年度と同様に110億円以内としております。 
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 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○倉光地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 説明資料31ページをお願いします。 

 議案第19号指定管理者の指定についてでご

ざいます。 

 万日山緑地公園につきましては、今回新た

に指定管理者制度を導入することとし、指定

管理者の選定手続を行ったところです。選定

につきましては、32、33ページの概要にて御

説明をさせていただきます。 

 平成30年８月10日から約１カ月間、指定管

理者の公募を行った結果、２団体から申請が

ございました。選考に当たりましては、10月

17日に開催しました５名の外部有識者から成

る指定管理候補者選考委員会の選考結果を踏

まえ、10月23日に開催しました指定管理者制

度運営会議にて指定管理候補者を選定いたし

ました。 

 申請者のうちＳＦＴ共同企業体は、指定管

理で求める施設の維持管理及び運営管理の内

容を満たしており、利用者の増加やサービス

向上の取り組み内容及び住民やボランティア

等との連携に関する取り組み内容が高く評価

できることから、指定管理候補者として選定

いたしました。 

 指定期間につきましては、平成31年４月１

日から平成34年３月31日までの３年間として

おります。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、議案について質疑を受けた

いと思います。質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 もともとの資料、追加じゃな

い分の資料の26ページですが、管理調達課の

説明をいただきましたけれども、債務負担行

為の変更があって、その変更については説明

いただきましたけれども、変更の額が巨額に

変わっているということで、その内容につい

てもう少し御説明いただければと思っており

ます。 

 例えば、一番最初の上の数字を見ると、中

身はまだわかりませんけれども、31年から35

年度の契約限度額が、761万円から、同契約

が52億5,000万円に変更になっているという

ことでありました。ほかにもたくさんそうい

う数字が出ておりますけれども、その変更が

なぜこういう変更になったのかということに

ついて御説明をいただければと思います。 

 

○岡村管理調達課長 管理調達課でございま

す。 

 今回は、来年の４月１日から業務を実施す

るために、３月中に契約をしていなければい

けないもののうち、一般競争入札をするため

に契約締結までに相当の期間を要するものを

今回計上しているところでございます。随契

等により、短期間で契約できるのは２月補正

でということで書いております。 

 業務委託契約につきましては、原則として

４月１日から業務を実施するものが多くて、

一般競争入札で実施するのが多いので、例年

11月議会で計上することになりますので、毎

年11月議会での補正額が非常に多くなってい

るということでございます。 

 なお、建物等が新しく年度途中で完成した

場合とかは完成時からの契約となりますの

で、当初とか６月議会で債務負担行為を設定

することになるということでございます。 

 平成30年度の県有施設等管理業務におきま

しては、これまで760万円余の設定をしてお

ります。これにつきましては、年度途中にオ

ープンした阿蘇家畜保健衛生所とか牛深の漁

業取締事務所、益城復興事務所等の機械警備

業務、こんなのがあったので、当初とかこれ

まで計上しているということでございます。 
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 例年、債務負担行為につきましては、11月

議会と２月議会で計上しているのが普通だと

いうことでございます。 

 

○前川收委員 ごめんなさい、私だけわかっ

てないのかもしれませんが、毎年31年から35

年までの債務負担行為の設定がそれぞれの施

設でされているということはよくわかりまし

た。 

 なぜ、じゃあこの時期に――債務負担行為

の設定が必要だということもよくわかってお

りますが、この増額は何でですかということ

ですけれども。わかりますか。わからんど。 

 

○内野幸喜委員長 質問はわかります。 

 

○前川收委員 何でこんなにどんどんどんて

上がっているのと。 

 

○永江財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 財産経営課においては、県庁舎の清掃業務

委託とか、あと警備業務委託とか、あと各振

興局総合庁舎のもろもろの、エレベーターの

保守点検ですとか、そういったものを持って

いるんですけれども、４月、やっぱり例年、

管理調達課のほうから御説明があったよう

に、例年４月１日から早速もう業務に取りか

かる必要があると、前年度末からですね。そ

ういった必要がございますので、入札等の手

続に時間を要しまして、２月補正の段階では

ちょっと間に合わないということでございま

すので…… 

 

○前川收委員 済みません、ちょっとごめん

なさい。もう１回引き続き。 

 

〇内野幸喜委員長 はい。 

 

○前川收委員 いろんな案件が集まってこう

なっている、債務負担行為設置されていると

いうのはわかりますが、集まっているからふ

えたんじゃなくて、そもそも補正前も限度額

としては設定があるわけで、この限度額が何

でこんなにふえるのというのがよくわからな

いんです。 

 

○能登会計管理者 申しわけございません。

ちょっともとに戻りまして御説明させていた

だきます。 

 この補正前の限度額の設定につきまして

は、今年度になりまして既に設定しているも

のを書いてございます。ですから、例えば、

県有施設等管理業務につきましては、今年度

から新たに開業しました施設等の管理関係

で、これも数年間続けていかなくてはいけま

せんので、これまで、当初、６月、９月等で

限度額を設定したものについて書いてござい

ます。 

 今回の補正でお願いしますのは、新年度か

ら、来年度31年度から数年間にわたって契約

をいたしますので、その分について変更とい

う形でこれをのせるという制度でございます

ので、31年度につきましては、これまで今年

度設定をお願いしていた分に加えまして今回

お願いしたものが総額ということになりま

す。 

 

○前川收委員 済みません。今回お願いした

ものって何ですか。要は、その新しい施設が

できたとか、何か新しい建物ができたとか

で、新しい債務負担行為がのったていうのは

わかるんだけど、今までと同じやつが再契約

でどんと上がるのかな…… 

 

○能登会計管理者 ちょうど節目の年に、例

えば今回、県庁舎の清掃でございますとか、

そういったものが５年ごとに、周期的にくる

ものがございますので、それが今回の補正予

算でお願いしているということでございま
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す。 

 

○前川收委員 済みません。じゃあ、今まで

と中身は変わらずに、その契約の５年で回っ

ていくから、ちょうどここが節目で再契約す

るからここで上がるということなんですか

ね。ちょっとよくわからぬ、俺。 

 

○岡村管理調達課長 先ほど言いましたけれ

ども、今回の県有施設等の分につきましては

178件の分があるところでございます。内訳

は、庁舎清掃とか機器整備、運転監視、エレ

ベーター保守、あと警備業務とか６つに分か

れておりまして、それぞれがそれぞれごとに

債務期間というのは別々にしております。一

番多いのが１年間というのでございまして、

これが131件でございます。そして、あとは

３年とか４年とか５年ということでございま

して、で、１年のものが非常に多くて、毎年

こういうような形の分で、来年度も同じよう

な形の分で債務負担行為の設定をするという

ような形の分になっているところでございま

す。 

 

○前川收委員 もともと補正前も31年から35

年までの債務負担設定がしてあるわけでし

ょ、補正前もね。今回それを補正してどんと

ふえるのが何でかという、ちょっと会計上の

話がわからぬとだけど。もう誰もわかってな

いと思う。 

 

○池田総務部長 簡単に申し上げます。 

 今回新たに設定しました52億については、

平成25年から30年度までの債務負担行為を今

設定しております。その債務設定期間が切れ

るので、新たにこの52億円分について来年

度、35年分の債務設定を行うということにな

りますので、中身自体は今やっているものと

変わりないんですけれども、契約の初年度と

いうことで、今設定してある期限が切れると

いうことで新たに設定し直すという内容にな

っています。 

 

○前川收委員 じゃあ、補正前というのは、

正確に言うと、平成25年から平成30年までの

契約残高ということなのかな。 

 

○能登会計管理者 もう一遍申し上げます。 

 ここで補正前になっておりますのは、今度

の30年度に設定した分です。新たに30年度に

設定した分が補正前のところに載っておりま

す。ですから、今の補正前のところには、今

契約している分では載っておりません。 

 既存の建物とかエレベーターとか、そうい

った管理についてはこの限度額の部分には載

っておりませんで、６月補正で新たに設定し

ました益城の復興事務所とか、今年度新たに

設定をしたところだけの部分でございます。 

 

○内野幸喜委員長 私の理解だと、178件あ

って、この管理業務、たくさんの業務が178

件あって、補正前まではそのうちの幾つかを

載せていたと。今回の補正はまた新たに何十

件かの債務負担行為を上げたということなん

ですか。中身が違うということですか。 

 

○前川收委員 わかった、わかった。 

 

○能登会計管理者 中身が違います。 

 

○前川收委員 30年までで切れる契約がある

と、で、30年までで切れる契約を先に債務負

担設定したやつが761万9,000円先にやって

て、まだまだ切れるやつが残っているから今

回補正して、またプラスアルファになったの

が最終的に52億になったと。この52億の分は

既に５年前に債務負担設定はしてあって、今

までずっとやっているから、ここにはもう載

らないということ。 
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○能登会計管理者 基本的にはそうでござい

まして、ここは５年ごとだけではなくて１年

だけの債務負担行為をやっている部分もござ

いますし、そのほかの３年ごとに回している

部分もございまして、それぞれの前回の負担

行為が切れて、今年度新たに設定をするもの

がここに載っているということです。 

 

○前川收委員 私は、債務負担行為そのもの

が悪いことだと思っていません。基本的には

行政の単年度主義で、いつも３月31日に切れ

て、４月からまた新しくやっていかなきゃな

らないのに、民間と一緒にタイアップしなが

らいろんな事業をやっていく上においては、

その単年度主義が弊害になることがたくさん

あるということは十分わかっておりますか

ら、どうぞしっかり債務負担行為の対応をし

てください。 

 ただ、できればもうちょっとわかりやす

く、もうちょっと、今回はいいですけど、次

ぐらいからは中身がもうちょっとわかりやす

く。債務負担行為だからいいでしょうという

話ではやっぱり困るので、その内容について

が、私だけがわかってないのかもしれません

が、少なくとも私がわかるように説明をして

ください。次からで結構です。お願いしま

す。 

 

○内野幸喜委員長 ほか。 

 

○早田順一委員 13ページですけれども、普

通の分のですね。 

 税務課にお尋ねしますけれども、先ほど説

明で、ふるさと納税災害支援寄附金交付金、

広島県、愛媛県への寄附金の交付等というの

は、これは理解いたしました。 

 その前ページの５ページの歳出の(4)その

他に、ふるさと納税寄附金(被災地応援分)が

4,759万2,000円と出ておりますけれども、こ

の分というのは、確認なんですが、これは熊

本地震に対する交付金なんでしょうか。 

 

○増田税務課長 ５ページにつきましては、

今回補正をお願いしたものを性質別に区分を

して計上してあるものでございますので、こ

こに書いてありますふるさと納税寄附金(被

災地応援分)交付金というものは、広島県と

愛媛県に対する寄附について書いてございま

す。熊本地震に対する寄附金のことを書いて

いるものではございません。 

 

○早田順一委員 金額が、13ページのが

4,811万2,000円で、５ページのは4,759万

2,000円になっていますけれども、この違い

は何ですか。 

 

○増田税務課長 今回お願いしております

4,811万2,000円につきましては、寄附をそれ

だけ受け入れております。この寄附の受け入

れが、ポータルサイトを使いながらクレジッ

ト納付による受け入れをしておりますので、

そのクレジットの処理にかかる手数料も少し

必要でございます。 

 ですので、この4,811万円の支出の内訳と

しましては、広島と愛媛に対する交付分プラ

スその手数料を計上しております。それで、

５ページのほうに計上してございます、この

(4)のその他に計上してある4,759万2,000

円、これは広島と愛媛にお渡しする金額にな

ってございます。 

 差し引く52万円、これにつきましては(3)

の物件費の中に、そのクレジット納付の手数

料分として入っているということで、足して

4,811万円余という形になってございます。 

 

○早田順一委員 では同じものということで

すね。わかりました。 

 で、収入の、前ページで寄附金の中に先ほ

どの4,811万2,000円、ふるさと納税が入って

いますけれども、この寄附金の内訳という
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か、被災地熊本に対する寄附金というのも含

まれているんですかね、その県外だけじゃな

くて。 

 

○増田税務課長 今回の補正額の4,811万

2,000円については、広島と愛媛に関する部

分でございまして、ここの大もとのこの11の

寄附金の補正額の前の数字の中には、本県に

対するふるさと納税の寄附金分や、ほかのい

ろんな目的で寄附が行われておりますので、

その総額をここに書いているものと思いま

す。 

 

○早田順一委員 熊本地震が起きてすぐのと

きは、多分寄附金がかなり集まってきている

と思うんですけれども、現在その推移という

のはどんな感じでしょうか。 

 

○増田税務課長 寄附金額の推移ということ

でよろしいでしょうか。 

 

○早田順一委員 そうです。熊本地震で集ま

ったお金。 

 

○増田税務課長 被災前の平成26年、27年が

9,000万円ちょっとという数字でございまし

た。それで、被災の平成28年、これが50億円

強ということで、昨年度が７億4,000万程度

ということで推移をしてきております。 

 

○早田順一委員 かなりやっぱり減ってきて

いますね。 

 この先ほどの50億とか、こういうお金とい

うのは、例えば、もう使ってしまったのか、

あるいは基金とかに繰り入れているのか、ど

うなんでしょうか。 

 

○増田税務課長 いただいた寄附金につきま

しては、ふるさとくまもと応援寄附基金条例

というものをつくっておりまして、まず一

旦、寄附金は積み立てるということにしてお

ります。で、後年度、必要な範囲で取り崩し

て使うということにしております。 

 

○早田順一委員 関連して。 

 ふるさと納税のふるさとチョイス、返礼品

の件も関連していいですか。 

 

○内野幸喜委員長 どうぞ。 

 

○早田順一委員 きょうの日経新聞に、来年

の６月から、返礼品を寄附金の３割以下とな

る地場産品の場合に限定すると、そのふるさ

と納税の制度をですね、というのが出ていま

したけれども、ふるさと納税ですので、その

市町村に対しての応援ということでされてい

るわけですけれども、それが３割以下となる

のは理解できますけれども、地場産品の場合

に限定するというのが書いてあるんですよ

ね。この場合の定義というか、そういったも

のは何か国から来ているんでしょうか。 

 

○間宮市町村課長 市町村課でございます。 

 地場産品の定義については、少し曖昧なと

ころがあるのではないかということで、全国

の自治体からさまざまな御意見がございまし

て、先日、総務省から、通知の中のＱ＆Ａと

いう形で少し考え方が示されました。それに

よりますと、市町村の中で生産された産品、

これが地場産品に当たるのだろうというよう

な形で総務省から来ております。 

 ただ、これが、今後総務省がふるさと納税

の対象団体を指定するわけなんですけれど

も、その指定の基準にそのまま活用されるの

かどうかということは、今後総務省のほうで

検討されるというふうに伺っておりますの

で、地場産品の定義については、今後も情報

収集をしっかりしていきたいというふうに思

います。 

 



第５回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録(平成30年12月13日) 

 - 16 - 

○早田順一委員 この定義がどういうふうに

なるかによって、市町村の収入がかなり変わ

ってくると思うんですね。基本的には地元で

つくられたものが原則なんでしょうけれど

も、地元で流通しているものとか、仕入れて

販売しているものとか、そういうのもかなり

多く含まれていると思うんですけれども、中

によっては市町村も、その地場だけじゃなく

て、そういったものを取り扱っているからか

なりの影響があると思うんですけれども、そ

の辺については県内の市町村から問い合わせ

とか何か来てないんですか。 

 

○間宮市町村課長 現状として、県内市町村

の中には、やはり自分の市町村内で生産され

たものだけではなくて、近隣の市町村で生産

されたものも含めて返礼品として取り扱って

いるところがあるというふうに認識をしてお

ります。 

 自分の市町村内で生産されたものだけに限

定をしますと、資源があるところ、ないとこ

ろで格差が出てくるということもございます

し、例えば、県であれば県内の産品全て返礼

品にできますけれども、市町村は自分のとこ

ろだけということで、県と市町村の格差も出

るのではないかということで、熊本県として

は、総務省に対して、県内の産品ぐらいは市

町村の返礼品としてもいいのではないかとい

うことで、今御意見を提出させていただいて

いるところでございます。 

 先生御指摘のとおり、市町村からも心配の

声が上がっておりますので、そういった声を

国にもしっかりと届けていきたいというふう

に思います。 

 

○内野幸喜委員長 ほか、質疑ありません

か。 

 

 ２点あるんですけれども、

まず１点目が、追加資料の49ページで、私は

獣医師の方と話す機会があるんですが、獣医

師の数自体は足りているんですが、県とかで

働いていただく獣医師が不足しているという

認識なんですが、実際に獣医師の方と話し

て、ちょっと県の給料が正直安いので何とか

してくれという話を、この１年間で何回かお

聞きしたんですね。 

 で、給料が上がるということはいいことだ

と思うんですが、この辺の改定というのは、

100円上がっているわけですけれども、獣医

師の給料、民間でちゃんと働くほうが実入り

がいいという、県のこういう給料が適正なの

かどうか、その辺ちょっと教えてください。 

 

○小原人事課長 獣医師につきましては、健

康福祉部と農林水産部、２つの部で勤務して

いただいております。 

 実際のところ、我々が採用したい人数より

も現在少ない――我々としては欠員という言

い方をしますけれども、足りない状況でござ

いまして、採用試験等も年間２回やったりと

かいうことで職員数の確保に努めているとこ

ろではございます。 

 給与につきましては、これまでもなかなか

確保ができてない状況もございますので、少

しずつ国等よりも若干上げる形で改正は努め

てきているところでございまして、九州各県

と比較しましても遜色ない金額にはなってい

るかというふうに思っております。 

 

 ぜひ、やっぱり民間に比べ

て県の給料が抑えられているという認識は広

くあると思いますね。その辺よくウォッチし

て取り組んでください。 

 続いていいですか。 

 

○内野幸喜委員長 はい。 

 

 もともとの資料のほうの16

ページで、時習館海外チャレンジ推進事業で
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1,700万円ぐらい計上されているんですが、

これ、県の特殊な予算づけというふうな認識

があるんですが、これはどういった性質のも

のか、もうちょっと詳しく、誰に委託してい

るのかとか教えてください。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 この海外チャレンジ塾といいますのは、将

来の熊本を支えるグローバルな人材を育成す

るため、中高生を対象にしまして、ＴＯＥＦ

Ｌスコアアップ等のためのウエブ講座やＴＯ

ＥＦＬ対策講座、さらに、海外進学説明会や

相談、助言などに取り組むものでございま

す。これは、平成25年度に開校いたしまし

て、今この事業を委託しておりますのは、ベ

ネッセのほうに委託しているところでござい

ます。 

 

 過去、何年か前にスタンフ

ォード大学に高校生がたしか進学したんじゃ

ないかなと。私の認識からすれば、特殊な

――海外の大学に行こうが、それは自由なん

ですが、正直裕福な家庭の子が行っているケ

ースが多いんじゃないかなと。 

 こういう事業がいいのかどうかというの

は、ちょっと私からしてみれば甚だ疑問でし

てね。また、この５年間でどんな実績が出て

いるかというのも全然今わからない状態で、

その実績はどうなのか、ちょっと教えてくだ

さい。 

 

○塘岡私学振興課長 先ほど委員がおっしゃ

られた海外難関大学進学者はスタンフォード

ではなくて、マサチューセッツ工科大学とい

う形になりますし、また、それに加えまして

ワシントン州立大等にも合格をしているとこ

ろでございます。 

 また、これまでの実績という形で申し上げ

ますと――少々お待ちください。今までチャ

レンジ塾単体といたしましては、海外の高校

の留学と海外の進学に分けて申し上げます

と、海外の留学生が14名、海外の進学者が21

名という形になっています。 

 また、裕福な家庭というお話もありました

けれども、決してそういうことはございませ

んで、普通の家庭のお子さんがそれぞれマサ

チューセッツとかワシントン大学のほうに進

学しております。 

 海外の大学への進学あるいは留学を志望す

る生徒さんたちのために、そういう希望に沿

った支援が必要だということで、海外チャレ

ンジ塾を創設したところでございまして、さ

まざまな希望を持った生徒がおいでになりま

す。そのさまざまな希望に応じて、時習館構

想として、海外チャレンジ塾を含めて、いろ

んな施策を展開しているところでございま

す。 

 以上です。 

 

 出身高校というのは何校ぐ

らいですか、これ。 

 私は地元の熊本高校出身なんですけれど

も、過去、スタンフォードとちょっと間違っ

たんですが、スタンフォードにもたしか、女

性だったと思いますけれども、希望して、結

果的にハーバードへ行ったのかもしれません

けれども、そういうのがどんどん会報として

届くんですね。だから、今は国際化がどんど

ん広がっていまして、別に高校から直接海外

に行くのは、それは個人でお任せして、大学

に進学したら交換留学とかいろんな手段が今

ありましてね、こういうのを補助してまでや

る必要性というのは特に感じないんですが。

この制度を活用していろんな高校から希望者

が続出するというんだったら成果があると思

いますけれども、特定の高校に集中している

ような状態だったら、ほとんど意味がないと

僕なんか考えちゃうんですが、何校ぐらいか

らあるんですか、教えてください。 
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○塘岡私学振興課長 生徒数の内訳でいいま

すと、大体、公立と私立は半々ぐらいになっ

ておりますが、高校の数でいきますと、公立

高校で19校、私立高校で13校、計32校になっ

ております。 

 以上です。 

 

 ぜひ、ちょっと予算を計上

して、結果がどうなっているのかというの

は、教育警察常任委員会では開示しているの

かもしれませんけれども、ほかの委員にもわ

かるようなのをぜひよろしくお願いします。 

 

○塘岡私学振興課長 海外チャレンジ塾を開

校する前と開校した後で比べますと、海外進

学実績等は２倍近く伸びていたとか、そうい

う実績が出ておりますので、確かに今グロー

バル化の中で、海外に進学あるいは留学をし

ようとする子供さんたちは確実におります。

そういう子供さんたちのニーズに応えるため

の事業は、これからもしっかりと取り組んで

いきたいというふうに考えております。 

 また、その成果につきましても、今後しっ

かりと出していきたいというふうに考えてお

ります。 

 

 私が言いたいのは、これは

ベネッセに委託しているということで、こう

いう留学制度を、どこかに留学しましょうと

かいうのは、民間でも今までやってきている

はずなんですよ。別に行きたい人は行政がそ

んなに旗振らないまでも、行きたい人は勝手

に今までも行ってきたし、それをわざわざ県

が主導して、金出してまでそういう事業をや

る必要性というのが僕にはわからないんです

よ。何でこういうことをするのかなと。 

 

○塘岡私学振興課長 東京近辺とか都会の地

域にあっては、そういう海外進学等に手当て

をした民間の会社等がありますけれども、い

かんせん熊本にあっては、そういうふうな会

社等がございません。ただ、熊本におきまし

ても、先ほど申し上げましたけれども、海外

進学等を希望する生徒さんたちはおりますの

で、そういう子供さんたちに対して支援する

ために制度を設けたものでございます。 

 

○  済みません、ちょっと言い

合いをやるわけじゃないんですけれども、ベ

ネッセなんてどこでもあるわけですよ。東京

にしかないというのは、そういうことを言っ

ちゃいけないと思いますよ。ベネッセの支店

なんて、どこでもありますからね。今インタ

ーネットの時代で、アクセスしようと思った

ら、別に田舎にいようがどうしようが、留学

の話なんかどこでもできるわけでして、もっ

と根本的な、本当にこういうことを行政がや

るべきかどうかという話なんだと思うんです

ね、私は。 

 

○塘岡私学振興課長 今大都市圏のほうであ

ると言いましたのは、業者が、ベネッセも含

めて、ほかにも業者がいっぱいいるというこ

とを申し上げたところでございます。 

 また、この委託業者を選定するに当たりま

しては、企画コンペを実施いたしまして、そ

こで提案されたものをもとにベネッセになっ

たということでございます。 

 以上です。 

 

 いいです。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 なければ、以上で質疑を

終了します。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号、第７号、第18号、第
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19号、第38号、第45号及び第46号について一

括して採決したいと思いますが、御異議あり

ませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外６件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外６件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、今回付託された請第37号を議題とい

たします。 

 請第37号について、執行部から状況の説明

をお願いいたします。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 請第37号について御説明申し上げます。 

 この請願は、熊本私学助成をすすめる会か

らのものでございます。 

 趣旨は、公・私立間の学費、教育条件の格

差をなくすため、私学助成の増額等を求める

ものでございます。 

 請願事項は４項目ありますので、それぞれ

の項目の現状や県の取り組みについて御説明

申し上げます。 

 まず１点目は、就学支援金の県負担制度創

設により、年収350万円以下の世帯までの施

設整備費を含む学費の無償化を求めるもので

す。 

 平成22年度に就学支援金制度が始まりまし

たが、平成26年度に、年収350万円未満相当

の世帯に対する加算が、それまでの1.5倍か

ら２倍に増額されております。 

 また、県の授業料減免補助につきまして

も、平成21年度までは、家計急変などを除

き、市町村民税非課税世帯が対象でしたが、

平成22年度からは、年収350万円未満相当の

世帯まで拡大をしております。さらに、低所

得世帯の生徒に対し、施設整備費を含む授業

料以外の教育費負担の軽減を図るため、最大

で13万8,000円の奨学のための給付金を給付

しております。 

 ２点目は、入学金補助制度を拡充し、年収

350万円未満の世帯に全額、590万円未満まで

の世帯に半額の補助を求めるものです。 

 県の授業料減免補助では、生活保護世帯を

対象に、入学金の減免額全額を補助しており

ます。また、熊本地震に伴い、平成28年度に

創設した被災生徒授業料減免補助では、年収

910万円未満相当の世帯を対象として、被災

の程度に応じ、入学金を初め授業料や施設整

備費を、減免に対しても補助を行っておりま

す。 

 ３点目は、授業料等減免制度における学校

負担20％を撤廃するとともに、県から生徒へ

の直接支援とすることを求めるものです。 

 授業料減免補助の割合につきましては、平

成16年度に減免額を増額するなど、補助制度

を充実した際に、県と学校が協力して支援に

取り組むとの趣旨で学校の理解をいただき、

それまでの定額補助から、県が減免を行った

学校に対して、減免額の８割を補助する定率

補助に変更したものです。 

 また、減免の利益が確実に生徒に及ぶため

には、減免額を授業料から差し引いて保護者

に請求する学校に対し補助することが適当と

考えております。 

 ４点目は、私立学校の常勤講師を期限の定

めのない教諭へ転換するよう、行政に積極的

役割の発揮を求めるものです。 

 教員の数につきましては、高等学校設置基

準に基づき、適正な数を確保するようになっ

ております。県では、経常費補助におきまし

て、専任教員の数を算定項目の一つとして、

各学校における適正な専任教員の確保を支援

しているところです。 

 また、平成24年に改正された労働契約法で
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は、有期労働契約が繰り返し更新されて通算

５年を超えたときは、労働者の申し込みによ

り期間の定めのない労働契約に転換できるル

ールが規定され、５年を経過した平成30年度

から、無期転換の申し出が可能となっており

ます。県では、この無期転換ルールについ

て、校長会、事務長会、実施調査を通して、

各学校に対し周知を図っているところです。 

 請願の各項目の説明は以上ですが、県とし

ましては、教育環境の充実確保のため、精い

っぱい取り組んでいるところです。 

 なお、去る９月県議会におきまして、熊本

県私立中学高等学校協会及び同保護者会から

私学助成の充実を求める請願がなされ、採択

されて国に意見書が提出されております。 

 ９月県議会の請願と今回の請願は、ともに

私学助成の充実を求めるものでございます

が、９月県議会の請願は、私学助成の一層の

充実が図られるよう、国に対し意見書の提出

を求めるものでございました。今回の請願

は、主として県に対し予算上の対応を求める

ものでございます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○内野幸喜委員長 ただいまの説明に関し

て、質疑はありませんか。――ありません

か。 

 なければ、採決に入ります。 

 請第37号については、いかがいたしましょ

うか。 

  （｢採択」｢不採択」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 採択、不採択、両方の意

見がありますので、採択についてお諮りいた

します。 

 請第37号を採択とすることに賛成の委員の

挙手を求めます。 

  （賛成者挙手) 

○内野幸喜委員長 挙手少数と認めます。よ

って、請第37号は不採択とすることに決定い

たしました。 

 次に、継続審査事件についてお諮りいたし

ます。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から、報告の申し出が４件あってお

ります。まず、報告について執行部の説明を

求めた後、一括して質疑を受けたいと思いま

す。 

 それでは、順次報告をお願いいたします。 

 

○白石政策審議監 知事公室付でございま

す。 

 報告資料の①、Ａ３横のカラーの資料をお

願いいたします。 

 熊本地震に係る創造的復興に向けた重点10

項目についての資料でございます。 

 この創造的復興に向けた重点10項目につい

ての、現時点での進捗状況を御報告させてい

ただきます。 

 ６月の常任委員会報告からの変更部分、主

に平成30年度の取り組みについて、朱書きで

記載している事項を中心に説明します。 

 ①「すまい」の再建でございますけれど

も、11月末現在で、仮設住宅の入居者は約

9,500世帯、人数で約２万1,000人となってお

ります。ピーク時と比較しますと、半数以上

の方が住まいの再建を実現されております。 

 取り組みとして、これまで、住まいの再建

に係ります４つの支援策で支援を実施してき

ましたが、この支援策にプラスして、保証人

不在被災者支援を追加しまして、５つの支援

策として、自立再建の加速を図っているとこ

ろでございます。 

 また、災害公営住宅につきまして、1,743
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戸の建設を予定しておりますけれども、現

在、着手率が約96％、今年度中に500戸の整

備を予定しております。2020年度春までには

全ての完成を目指して、引き続き、市町村と

連携して整備を進めていくことにしておりま

す。 

 ②番の災害廃棄物の処理でございます。 

 発災から２年以内の処理完了を目指して取

り組んできておりまして、99.9％の処理が完

了しております。残り１件ということで、今

年度中に全て完了する予定でございます。 

 また、廃棄物処理プラントにつきまして

は、処理終了後、本県で保管しておりました

けれども、西日本豪雨災害の復興支援のため

に、岡山県で活用されることとなっておりま

す。 

 ③番、阿蘇へのアクセスルートでございま

す。 

 国道57号北側復旧ルート及び国道325号阿

蘇大橋ルートにつきましては、2020年度の全

線開通に向けて、国土交通省に精力的に復旧

を進めていただいております。 

 なお、現道につきましては、工事は順調に

進んでいるものでございますが、開通時期は

未定となっております。 

 また、俵山ルートにつきまして、６つの橋

のうち４本が復旧完了。現在、残りの大切畑

橋と俵山大橋の工事が進められております。 

 鉄道ＪＲ豊肥本線につきましては、現在、

国と県で斜面対策工事を実施しておりまし

て、今年度中に県の斜面対策工事は完了予定

でございます。 

 南阿蘇鉄道についても、早期復旧に向けて

取り組んでいるところでございます。 

 ④番の熊本城の復旧でございます。 

 熊本城復旧基本計画に基づきまして、来年

秋の国際スポーツ大会に向けて、天守閣の外

観が復旧する予定でございます。2021年まで

には、天守閣が復旧予定となっております。 

 現在、天守閣外観復旧に向けた復旧工事、

それから復旧過程を観覧することができる見

学通路の設計が進められておりまして、2020

年度の供用開始予定となっています。 

 なお、国際スポーツ大会期間中は、土日な

どを限定的に、観覧が公開される予定となっ

ております。 

 ⑤益城町の復興まちづくりでございます。 

 熊本高森線の４車線化につきましては、10

月末時点で用地取得率が33.5％となっており

ます。 

 また、復興後の姿をイメージできるよう

に、３カ所のモデル地区の先行整備を行うこ

ととされておりまして、来年１月に着工し

て、来年度末の完了を目指して進めておりま

す。 

 また、木山地区の土地区画整理事業につき

ましては、９月に国の事業認可を受けまし

て、10月に事業計画の決定を経て、現在、用

地の先行取得を進めております。予定買収面

積の９割以上の取得を終えている状況でござ

います。 

 次に、２枚目になります。⑥番の被災企業

の事業再建ということで、グループ補助金に

つきましては、交付決定進捗率が10月末現在

で99％を超えて、順調に事業再建が進んでい

るところでございます。 

 一方、30年度中に申請または事業完了でき

ない事業者が100件程度ありまして、個別事

情を丁寧に把握して、グループ補助金制度継

続に向けた要望を国に対して行っているとこ

ろでございます。31年度事業完了を目指して

取り組んでいくこととしております。 

 ⑦番の被災農家の営農再開でございます。 

 被災農家の営農再開率は、10月現在で98.3

％となっておりまして、平成31年中の復旧完

了を目指して取り組みを加速化しているとこ

ろでございます。 

 営農施設の復旧につきましては、経営体育

成支援事業完了率が90％となっておりまし

て、事業が完了していない町村への対応を進
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めているところでございます。 

 また、県営農地復旧につきましては、現在

契約率が８割となっておりまして、今年度中

の完成を目指して進めております。 

 創造的復興によります農地の大区画化につ

きましても、それぞれ計画的に工事が進めら

れているところでございます。 

 ⑧番の大空港構想Next Stageの実行でござ

いますが、第１次審査を通過したコンセッシ

ョン応募者との対話を進めているところでご

ざいまして、年明けからの第２次審査を経

て、３月に新たな運営権者が選定される予定

となっております。 

 ⑨番の八代港のクルーズ拠点整備でござい

ますけれども、まず、2020年４月の国際クル

ーズ拠点の供用開始に向けて、国、県それか

ら船社でありますロイヤル・カリビアン・ク

ルーズ社、３者で整備を進めているところで

ございます。 

 10月に、３者で合同でのクルーズ拠点基本

計画を発表しておりまして、３者が整備され

ますおもてなしエリアでは、くまモンパーク

それから日本庭園といった集客施設の整備を

予定しております。 

 ⑩番の国際スポーツ大会の成功でございま

すが、まず、女子ハンドにつきまして、本大

会のプレ大会として先日開催しました女子ア

ジア選手権では、日本は２位となるなど、議

員各位の御協力もあり、大成功に終わったと

ころでございます。来年６月には、本大会に

おきます抽選会を東京で行うこととされてお

ります。 

 ラグビーワールドカップにつきましては、

組織委員会と熊本県、熊本市の３者で、８月

末に、公認チームのキャンプ地契約を締結し

ております。 

 会場となります県民総合運動公園陸上競技

場の整備も、完成に向けて着実に進んでおり

まして、今年度中に主な工事を終えて、来年

度は仮設整備を残すのみとなっております。 

 ２つのスポーツ大会の成功に向けて、引き

続き、各部局や関係者と連携して取り組んで

まいる所存でございます。 

 以上、重点10項目を初め、復旧、復興に向

けた取り組みを全庁一丸となって進めており

ますので、引き続き御指導のほどよろしくお

願い申し上げます。 

 以上です。 

 

○府高秘書グループ課長 『ONE PIECE』連携

復興応援事業の進捗状況について御報告いた

します。 

 お手元のＡ４判の報告ペーパーをごらんい

ただきたいと思います。 

 まず、１のルフィ像除幕式についてですけ

れども、11月30日、今議会の開会日に、県庁

プロムナードで、ルフィ像の除幕式を開催い

たしました。 

 資料のほうに、除幕式の様子等の写真を載

せておりますけれども、尾田先生の御両親、

それから集英社の週刊少年ジャンプ編集長、

そして議会から坂田議長に御出席いただきま

して、知事、両副知事参加のもと、職員も含

めて、総勢ですけれども、約1,500人ものフ

ァンの方々が見守る中で、盛大にとり行うこ

とができました。 

 除幕式の直前となります11月26日に、尾田

先生御本人から、ルフィ像の完成を祝います

メッセージがサプライズの形で発表されたた

め、ファンの方々の期待と関心がますます高

まったということも、この皆様にお集まりい

ただけた理由ではないかと思っております。 

 また、この除幕――ルフィ像につきまして

は、『ONE PIECE』の最新刊の91巻にも、巻末

ですけれども紹介していただいておりまし

て、世界中の方々も知っているという形にな

っております。 

 最後に、除幕式の開催に当たりましては、

尾田先生の母校であります東海大学星翔高校

吹奏楽部の皆さん、そして益城町の広安西小
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学校の児童の皆さんによる演奏で盛り上げて

いただきました。 

 次に、２番、仲間の像の設置に係ります市

町村からの提案状況についてです。 

 仲間の像につきましては、ルフィ像の除幕

式と同じ11月30日、こちらが市町村からの提

案の提出期限でございました。31市町村から

提案がありました。提案のあった市町村名

は、お手元の資料に記載したとおりでござい

ます。 

 １市町村から最大２案の提案を認めており

ましたが、結果として、合計で52件の提案と

なっております。 

 最後に、３番の今後の流れ、スケジュール

等についてです。 

 仲間の像をどこに置くかという具体的な設

置案につきまして、この提案いただきました

52の案の中から、３つのＳをもとに検討して

いきます。 

 具体的には、１つ目に、復興につながるス

トーリー、つまり、ルフィと仲間たちが熊本

の復興を手助けするストーリーにするという

こと、それから２つ目に、設置する像の管理

とセキュリティー、それから３つ目に、設置

後の活用策(Sustainability)、その３点を見

ながら、県全体をつなぐストーリーとしてま

とめ、具体的な配置案を検討していきたいと

思っています。 

 像の設置の予算につきましては、まず、来

年度の予算での計上を目指しております。２

月議会に関連予算を提案したいと考えていま

す。ただ、配置案、配置の場所の確定に至る

までに、集英社との詳細な協議が必要となり

ますので、現時点で、最終的な配置プランの

発表の時期については、まだ決まっておりま

せん。ただ、これだけの注目をいただいてお

りますプロジェクトですので、県民の皆様は

もとより世界中の大勢のファンの皆様に、い

いねと言っていただけるようなものにしてき

たいと思っております。 

 報告は以上です。よろしくお願いいたしま

す。 

 

○永江財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 報告資料③の県央広域本部・防災センター

合築庁舎の設計委託について、財産経営課か

らと危機管理防災課から御報告させていただ

きます。 

 お手元のＡ４縦の資料をごらんください。 

 合築庁舎の設計につきましては、９月３日

から入札公告を行い、受託者の選定を進めて

まいりました。 

 今回は、受託者を決定し、契約を締結いた

しましたので、その御報告でございます。 

 受託者は、佐藤総合計画・太宏設計共同企

業体で、契約の代表者は株式会社佐藤総合計

画九州オフィス。構成員として、株式会社太

宏設計事務所となっております。 

 なお、表下の米印にありますとおり、佐藤

総合計画は、東京都に本社、福岡市に九州オ

フィスを有し、太宏設計事務所は、熊本市東

区に本社を有する建築設計事務所でございま

す。 

 契約日は、平成30年11月21日。設計工期

は、11月22日から2020年１月31日までの約15

カ月間。契約金額は、１億2,204万円でござ

います。 

 参考として、中段以下に今後の事業スケジ

ュールを掲載しております。 

 まず、今後のスケジュールですが、今回契

約いたしました建物本体工事は、2020年度か

ら３年間で工事を行う予定です。 

 なお、防災行政無線など防災特殊設備の工

事につきましても、今後設計手続を進め、工

事は建物本体とあわせて行うこととしており

ます。 

 次に、合築庁舎の概要として、現段階のも

のを記載しております。 

 構造は、受託者からの提案により、鉄筋コ
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ンクリート造とし、免震構造を採用する予定

です。 

 その他の項目につきましては、以前御報告

したものと変更ございません。 

 詳細は、設計を行う中で引き続き精査して

まいります。今後、関係機関等と十分協議を

重ねながら、最適な施設となるよう取り組ん

でまいります。 

 御報告は以上です。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○重見交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 報告事項④阿蘇くまもと空港のアクセス改

善の検討状況について御説明いたします。 

 資料、「阿蘇くまもと空港アクセス改善の

検討状況について」とある資料をごらんくだ

さい。 

 まず、1、今年度の検討状況についてです

が、空港アクセス改善につきましては、これ

まで、鉄道延伸、モノレールの新設及び市電

延伸の３つの交通システムについて、県民の

利便性向上やコンセッション方式の導入効果

の最大化のために早期に実現できるものは何

か等の観点から、定時性、速達性、大量輸送

性、事業費等について、比較検討を実施して

まいりました。 

 その結果、定時性は３つの交通システムの

いずれもが確保できる一方、速達性及び大量

輸送性は、鉄道そしてモノレールの２つだけ

が確保できることや、事業費は、概算で、鉄

道については330から380億円、モノレールは

2,500から2,600億円、市電は210から230億円

が見込まれることが判明いたしました。 

 これらを踏まえまして、空港アクセス改善

の効果や事業スキーム、財政負担等の観点か

ら総合的に検討を進め、その結果、定時性、

速達性及び大量輸送性に優れ、事業費を相対

的に低く抑えることができ、あわせて採算性

が見込める鉄道延伸が最も効果的かつより早

期に実現できる可能性が高いという結論に至

ったところでございます。 

 ２枚目の別紙１をお願いいたします。横に

長い資料でございます。 

 こちらの資料につきましては、３つの交通

システムについて、先ほど申し上げました横

の項目でございますが、定時性、速達性、大

量輸送性、そして事業費等の観点で比較した

結果をまとめたものでございます。詳細につ

いては、後ほど御確認いただければというふ

うに思います。 

 次に、鉄道延伸の検討について御説明をい

たします。次のページ、別紙２をお願いいた

します。 

 まず、鉄道延伸３ルート、三里木ルート、

原水ルート、肥後大津ルートの概算事業費、

そして概算需要量等について御説明いたしま

す。 

 まず、新設区間でございますが、三里木で

約9.5から10キロ、原水で６から6.5キロ、肥

後大津で約6.5から７キロとなってございま

す。 

 次に、鉄道沿線の整備ですが、三里木ルー

トでは、沿線に総合運動公園や免許センター

等が立地していることから中間駅を設置し、

他の２ルートについては、沿線に大きな集客

施設等が存在しないため、中間駅は設置しな

いこととしております。 

 次に、所要時間についてです。 

 熊本駅から空港駅間を、三里木、原水では

最短38分、肥後大津は最短42分で結ぶとの試

算結果になったところでございます。 

 続きまして、概算事業費につきましては、

三里木が約380億円、原水と肥後大津が約330

億円と試算してございます。 

 次に、概算需要量についてでございます。 

 １日当たり、三里木が約6,900人、原水が

約5,900人、肥後大津が約5,800人となってご

ざいます。 

 次に、費用便益比、Ｂ／Ｃでございます。
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こちらについては、各ルートとも目安となる

1.0以上となっており、需要が多い三里木が

最も高い結果、1.5というふうになってござ

います。 

 これまで御説明した数字等は、あくまでも

概算の試算であることを御了承いただければ

と思います。 

 以上が各ルートの比較でございます。 

 次のページに、Ａ３の地図をつけてござい

ます。こちらについては、鉄道延伸の実現に

より熊本都市圏及び県内の鉄道ネットワーク

を活用して、空港から阿蘇、人吉、福岡な

ど、県内各地はもとより九州全域へ容易に移

動できるようになるということをお示しした

イメージ図となります。 

 それでは、お手数ですが、１枚目、１ペー

ジにお戻りください。 

 ２、鉄道延伸に当たっての検討方針につい

て御説明をいたします。 

 先ほど御説明いたしました比較等を踏まえ

まして、ルートに関しては、鉄道ネットワー

ク効果を最大限に発揮させ、懸案となってい

る熊本県民総合運動公園へのアクセス改善も

図り、その需要を取り込める三里木駅からの

分岐延伸ルートを軸に検討を進めていきたい

と考えております。 

 また、事業スキームに関しましては、県民

総合運動公園へのアクセス改善の側面もある

公共性の強い事業であることから、県が中心

に設立する第三セクターが鉄道施設を整備し

た上で、効率的な運行を行うため、豊肥本線

との接続や鉄道運行ノウハウなどを考慮し、

ＪＲ九州へ運行を委託する方向で検討してま

いります。 

 さらに、事業費に関しましては、県とし

て、国から最大限の支援を得ながら、県が残

る整備費用を負担し、運行開始後、既存路線

の増収効果が見込まれますＪＲ九州から、最

大限の協力を得る方式を検討したいと考えて

ございます。 

 最後に、３の今後の対応でございます。 

 ただいま申し上げた検討方針をもとに、鉄

道延伸はもとより運行においても協力が不可

欠であるＪＲ九州との本格的な協議を深めて

いきたいと考えてございます。 

 この空港アクセス鉄道は、熊本から全国へ

発信する今後の鉄道整備のモデルケースにな

り得るものと考えてございます。全力を挙げ

て取り組んでまいります。 

 説明につきましては以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

○溝口幸治委員 済みません、創造的復興に

向けた重点10項目の国際スポーツ大会の成功

のところですが、きのうも特別委員会で議論

があったんですけれども、先日アジア大会を

やって、よかったなと、予行演習ができて。

いろんな課題が見えてきたと思います。 

 来年は、いわゆるラグビーをやりながら、

ハンドはしっかり準備を進めていくというこ

とで、やっぱり両方やっていくんですよね。

ことしは、ラグビーはちょっと小休止みたい

な形でハンドに全力集中できたんですが、そ

う考えると、やっぱり語学が話せる職員の方

も含めて、さまざまなところで人が足りなく

なるのではないかなと思うし、来年はもう失

敗ができないので、そのあたりの体制整備に

ついて、きのう人事課長からもしっかり対応

するという話がありましたが、総務部長から

も一言いただきたいと思います。 

 

○池田総務部長 しっかり対応していきたい

と思います。 

 今、来年度の組織の検討をしているところ

ですので、来年は失敗できないということは

御指摘のとおりでございますので、しっかり
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成功につなげられるように、体制整備を図っ

ていきたいと思います。 

 

○前川收委員 『ONE PIECE』のルフィ像を

私も見ましたけれども、私はこの日の３時ぐ

らいに行ったんですけれども、たくさんやっ

ぱり人がいて、子供たちがとても喜んでい

て、ああ、やっぱりいいことをなさったなと

いうことを感じておりました。 

 先ほど報告があった残りの何体か私はよく

わからないんだけど、６体ですかね、あと。

(｢８体になります」と呼ぶ者あり)８体。９

人いるんですね、仲間は、ルフィを含めて。

その８体をめぐる争奪戦が、多分52件の提案

が既にもう出ているということですから、そ

のうちで８体しかいかないということは、か

なりいろんな争奪戦があるんだろうと思って

まして、それぞれ市町村は、いろいろお話聞

けば、それぞれに、ああ、なるほどなという

やっぱり御提案はなさっているんだろうとい

うふうに思ってますが、これをしっかり３つ

のＳで判定していくということでありますけ

れども、御理解いただけるような方法をしっ

かり考えないと、全部いかないわけですか

ら、その点についてはどうお考えでしょう

か。 

 

○府高秘書グループ課長 まさに御指摘のと

おりで、ここは皆様からもいろいろ御質問を

受けているところです。 

 先ほども申しましたとおり、今のところ、

我々として考えている３つのＳをもとに、今

いただいた資料の精査を行っているところで

す。前川先生御指摘のとおり、52のうちから

まずは８体になっていくというところで、こ

れはいかんともしがたい事実でございますの

で、ただ、もし選に漏れたところも、やはり

がっかりしないといいますか、全体として

――これは復興プロジェクトですので、みん

なで、県内全体で復興につなげていけるよう

なストーリー、それから今後の展開ができる

ように――どこまでできるかというのは、ち

ょっとまだ見通せないところも正直あるんで

すけれども、しっかり知恵を絞っていきたい

と思っております。 

 

○前川收委員 今、課長がいみじくもおっし

ゃったけれども、52件の中で残り８件しか選

べないわけで、外れたところが、いい提案を

なさってがっかりなさるということは、それ

は首長さんとか支えている役場の人たちだけ

じゃなくて、地域住民の皆さん方も相当期待

感を持っていらっしゃるんだろうなというふ

うに思うんですよね。あっちこっち、何か私

にも、どがんかしてくださいとか、誰に言う

とよかっですかとか、そんな話があるんで

す。正直もうここでばっと言いますからね。

ただ、そんなもので決まるはずもないという

ふうにも思ってますし、やっぱりそういうと

ころはちゃんとアナウンスして、選ばれる基

準というのかな、点数をつけますとか、誰が

選んだかをちゃんと、何というか、審査員制

度とか、何かやらないと後でもめるんじゃな

いかなとちょっと思ってますけれども、その

辺の考えはいかがでしょうか。 

 

○府高秘書グループ課長 まさにおっしゃっ

たとおりで、審査の透明性ですとか、要は、

どういうふうに選ばれたのかというのを、し

っかり説明責任を果たせるような形で、今や

り方を考えております。 

 それから、特に、今さっき３つ言いました

けれども、設置後の活用策ですね、それにつ

いては、今基本的には市町村の中でというの

が多いんですけれども、それをつなぎ合わせ

ることで、県全体にその効果を波及させてい

くような形でのストーリー、仕掛けというの

はできないか、そこに意を尽くしているとこ

ろです。 
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○前川收委員 ぜひ、透明に、頑張ってくだ

さい。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 なければ、以上で質疑を終了します。 

 次に、その他に入りますが、ここで私のほ

うから１つ御提案がございます。 

 さらなる委員会活動の活性化に向けた取り

組みの一つとして、常任委員会ごとに１年間

の常任委員会としての取り組みの成果を、２

月定例会終了後に県議会のホームページで公

表することとしております。 

 ついては、これまで各委員から提起された

要望、提案等の中から、執行部において取り

組みの進んだ項目について、私と副委員長で

取り組みの成果案を取りまとめた上で、２月

定例会の委員会で委員の皆様へお示しし、審

議していただきたいと考えておりますが、よ

ろしいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 はい。それでは、そのよ

うにさせていただきます。 

 最後に、その他で委員の皆様から何かござ

いませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 最後に、要望書が３件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 これをもちまして、第５回総務常任委員会

を閉会いたします。 

 お疲れさまでした。 

  午前11時38分閉会 
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